
生活衛生同業組合の定款変更の届出 審査基準 

 

 

生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律 

 

第２８条第５項 

組合は、第三項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞なく、

その旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。 

 

 

生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律施行規則 

 

第２条の２ 

 

定款の変更が法第八条第一項第六号又は第七号の事業に関するものであるときは、前項

の書類のほか、変更後の当該事業に係る事業計画書及び収支予算書を提出しなければなら

ない。 

 

 

生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律施行令 

 

第９条第１項 

 

法第九条第一項、第十一条及び第十二条（これらを法第十四条の十第三項において準用

する場合を含む。）、第十四条の二第一項及び第三項、第十四条の十第一項、第十四条の十

二（法第五十二条の十第一項において準用する場合を含む。）、第二十四条第一項並びに第

二十八条第三項及び第五項（これらを法第五十二条の十第一項において準用する場合を含

む。）、第四十二条（法第三十八条第五項、第四十九条第六項、第五十二条及び第五十二条

の十第一項において準用する場合を含む。）、第五十条第二項、第五十二条の二及び第五十

二条の三（これらを法第五十二条の十第一項において準用する場合を含む。）、第五十二条

の四第一項、第五十二条の七第三項、第五十六条の三第一項及び第四項、第五十六条の六

第一項並びに第六十条第一項、第四項及び第五項並びに第六条に規定する厚生労働大臣の

権限に属する事務は、都道府県知事が行うこととする。ただし、法第九条第一項、第十一

条及び第十二条（これらを法第十四条の十第三項において準用する場合を含む。）、第十四

条の十第一項、第十四条の十二並びに第五十六条の六第一項に規定する厚生労働大臣の権

限で別表第七号及び第八号に掲げる業種に係るもの、法第五十二条の二及び第五十二条の



三に規定する厚生労働大臣の権限で生活衛生同業組合連合会に係るもの並びに法第六十条

第一項に規定する厚生労働大臣の権限で生活衛生同業組合連合会及び全国生活衛生営業指

導センターに係るものを除く。 

 


